
 

  

議案第３６号  

 

   令和８年度秦野市一般会計補正予算（第１号）を定めることにつ

いて 

 

 令和８年度秦野市一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５億３，２９３万７千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６７６億７，２９３万７千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和８年６月４日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 地方自治法第２１８条第１項の規定により議会の議決を求めるものでありま

す。 
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15 14,216,815 426,134 14,642,949

2 国庫補助金 2,849,241 426,134 3,275,375

18 415,836 30,000 445,836

1 寄附金 415,836 30,000 445,836

20 500,000 76,803 576,803

1 繰越金 500,000 76,803 576,803

67,140,000 532,937 67,672,937

2 6,696,962 31,741 6,728,703

1 総務管理費 5,254,348 31,741 5,286,089

3 32,162,197 3,504 32,165,701

1 社会福祉費 15,590,482 3,504 15,593,986

4 4,933,804 41,252 4,975,056

2 環境費 317,454 41,252 358,706

6 2,134,381 216,440 2,350,821

1 商工費 2,134,381 216,440 2,350,821

7 8,942,870 240,000 9,182,870

4 都市計画費 5,206,581 240,000 5,446,581

67,140,000 532,937 67,672,937

歳　　入　　合　　計

歳　　出

款 項 補正前の額

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

計

 千円  千円  千円

総務費

補　正　額

 千円

国庫支出金

寄附金

繰越金

民生費

衛生費

商工費

土木費

歳　　出　　合　　計

補　正　額
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令和８年度秦野市一般会計補正予算 

に関する説明書（第１号）      



 



１　総　　括

（歳　　入）

15 国庫支出金 14,216,815 426,134 14,642,949

18 寄附金 415,836 30,000 445,836

20 繰越金 500,000 76,803 576,803

67,140,000 532,937 67,672,937歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

2 総務費 6,696,962 31,741 6,728,703

3 民生費 32,162,197 3,504 32,165,701

4 衛生費 4,933,804 41,252 4,975,056

6 商工費 2,134,381 216,440 2,350,821

7 土木費 8,942,870 240,000 9,182,870

67,140,000 532,937 67,672,937

 千円

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

30,000 1,741

3,504

35,031 6,221

183,796 32,644

203,803 36,197

426,134 0 30,000 76,803

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

 千円

- 3 -



500,000 76,803 576,803計

1 500,000 76,803 576,803繰越金

　１項　繰越金 76,803千円

２０款　繰越金 76,803千円

415,836 30,000 445,836計

2 415,740 30,000 445,740指定寄附金

　１項　寄附金 30,000千円

１８款　寄附金 30,000千円

2,849,241 426,134 3,275,375計

9 811,444 422,630 1,234,074物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

2 813,503 3,504 817,007民生費国庫補助金

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

426,134千円

426,134千円

 千円

１５款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

２　　歳    入

目
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　１５款　国庫支出金　１８款　寄附金　２０款　繰越金

繰越金 76,8031 前年度繰越金 76,803

指定寄附金 30,0001 ふるさと寄附金 30,000

金

創生臨時交付

重点支援地方

物価高騰対応 422,6301 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 422,630

助金
3,504

社会福祉費補 3,5041 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（補助率１０／１０）

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　総務費

　１項　総務管理費

補正額

地方債

計

 千円 千円  千円

31,741千円

31,741千円

目 補正前の額

 千円  千円  千円 千円

1,393,7585,4397 財産管理費 1,388,319 △8586,297

163,99126,30216 体育施設費 137,689 2,59923,703

31,7415,254,348計 5,286,089 1,7410 30,0000

　１項　社会福祉費

　３款　民生費 3,504千円

3,504千円

359,8753,5043 老人福祉費 356,371 3,504

3,50415,590,482計 15,593,986 03,504 00

　２項　環境費

　４款　衛生費 41,252千円

41,252千円

217,89141,2521 環境総務費 176,639 6,22135,031

41,252317,454計 358,706 6,22135,031 00
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節

 千円

区　　分

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

11 4,620役務費 5,439040 ふるさと寄附金推進事業費
　　　　【財産管理課】

12 819委託料

18 26,302負担金、補助 2,599050 はだのスポーツビレッジ管理運営費

及び交付金
23,703060 はだのスポーツビレッジ整備事業費

7 96報償費 3,504140 介護の担い手となるまでの一体的支援モデル事業費

10 149需用費

12 3,259委託料

1 730報酬 41,252100 地域脱炭素推進事業費
　　　　【環境共生課】

8 37旅費

10 350需用費

11 135役務費

18 40,000負担金、補助

及び交付金

　　２款　総務費　　３款　民生費　　４款　衛生費

　　　　【スポーツ推進課】

　　　　【スポーツ推進課】

　　　　【高齢介護課】
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補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　６款　商工費

　１項　商工費 216,440千円

216,440千円

目 補正前の額 計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円

補正額

地方債

1,599,247216,4402 商工業振興 1,382,807 32,644183,796

費

216,4402,134,381計 2,350,821 32,644183,796 00

　４項　都市計画費

　７款　土木費 240,000千円

240,000千円

3,134,421240,0001 都市計画総 2,894,421 36,197203,803

務費

240,0005,206,581計 5,446,581 36,197203,803 00
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節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円 千円

10 1,100需用費 216,440170 電子地域通貨事業費
　　　　【産業振興課】

11 4,000役務費

12 211,340委託料

18 240,000負担金、補助 240,000100 水道事業会計補助金
　　　　【財政課】

及び交付金

　　６款　商工費　　７款　土木費
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議案第３６号説明資料  

 

物価高騰対策に係る補正予算の概要 

～ 総額４億９，７６９万２千円 ～ 

 

物価高騰が続く中、市民の暮らしを守り、地域経済の活性化を図るため、国

の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した物価高騰対策に取

り組みます。 

(1) 地域脱炭素推進事業費             ４，１２５万２千円 

家庭における電気使用料の負担軽減やゼロカーボンシティ実現への取

組を促進するため、省エネ家電への買換えに係る経費の一部を支援 

 (2) 電子地域通貨事業               ２億１，６４４万円 

市民の暮らしを守り、地域経済の活性化を図るため、電子地域通貨を

活用した「チャージ即時ポイント付与キャンペーン」、「はだの・ＯＭ

ＯＴＡＮコインウェルカムキャンペーン」、「プレミアムポイントバッ

クキャンペーン」等を実施 

(3) 水道事業会計補助金             ２億４，０００万円 

市営水道事業という本市ならではの資源を生かし、物価高騰の影響を

受けている市民及び事業者を効果的に支援するため、令和８年３月検針

分から８月検針分まで実施している口径に応じた水道料金の減額を１０

月検針分まで２か月間延長するに当たり、水道事業会計に対してその財

源を補助 

【水道事業会計補助金の総額 ９億５，１１７万円】 

うち令和７年度補正予算 １億  ６１７万円（令和８年３月検針分） 

うち令和８年度当初予算 ６億  ５００万円（令和８年４～８月検針分） 

うち令和８年度補正予算 ２億４，０００万円（令和８年９・１０月検針分） 

 




